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業務検査（定例検査）の検査項目（定山渓自然の村）

○ 要求水準の達成状況

１ 統括管理業務 

（１）管理運営業務の基本方針  

 ア 管理運営に関する基本方針は定められているか。 □ 

 イ 基本方針は、施設の設置目的及び基本的方向性、機能を実現するものとなって

いるか。 
□ 

 ウ 基本方針は、市民サービスの向上を図る内容となっているか。 □ 

 エ 基本方針は、経費の縮減を図る内容となっているか。 □ 

 オ 基本方針の策定にあたっては、施設運営の透明性を確保するよう留意している

か。 
□ 

（２）平等利用の確保 

 ア 平等利用を確保する上での方針は定められているか。 □

 イ 平等利用を確保するための統括責任者を定めているか。 □

 ウ 統括責任者は自分の役割を理解しているか。 □

 エ 平等利用を確保するための従事者の心構えは十分か。 □

 オ 不当な差別的取扱いに該当するおそれのある行為を理解しているか。 □

 カ 差別的取扱いを発生させない取組を実施しているか。 □

 キ 上記取組は十分なものであるか。 □

 ク 上記取組は従事者全員が十分理解して実施しているか。 □

 ケ 上記取組の実施状況について記録しているか。 □

（３）地球温暖化防止対策及び環境配慮の推進 

 ア エネルギー起源二酸化炭素の削減 

管理業務の開始後速やかに工場又は事業場におけるエネルギーの使用の合理

化に関する事業者の判断の基準(平成 21年 3 月 31 日経済産業省告示第 66 号)に

規定のある各管理標準を定め、札幌市に提出しているか。 

□ 

 イ 環境配慮の推進（環境マネジメントシステムの運用） 

  （ア）電気、水道、油、ガス等の使用については、節約に努めているか。 □

  （イ）ごみの減量に努めているか。 □

  （ウ）不要物についてリサイクルに努めているか。 □

  （エ）清掃に使用する洗剤等は、環境に配慮したものを使用しているか。 □

  （オ）上記洗剤等の使用については、節約に努めているか。 □

  （カ）自動車等は、可能な限り環境負荷の少ない車両を使用しているか。 □

  （キ）自動車等の運転に際しては、アイドリングストップなど環境に配慮した運

転を心がけているか。 
□ 

  （ク）管理業務に係る物品及び役務の調達に当たっては、札幌市グリーン購入ガ

イドラインに従っているか。 
□ 

  （ケ）従事者に対し、環境マネジメントに関する研修等を行っているか。 □ 
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  （コ）環境マネジメントシステムを通じた環境配慮への取組み結果について、毎

年度札幌市に報告しているか。 
□ 

  （サ）業務にかかる環境法令を確実に遵守できる体制となっているか。 □ 

（４）管理運営組織の確立 

 ア 責任者の配置、組織の整備 

  （ア）管理運営に関する統括責任者を選任し、配置しているか。 □ 

  （イ）統括責任者は、管理運営の基本方針の具体化を始め、札幌市との協議、必

要な報告、その他業務全体を統括するとともに、責任を持ち一元的に対応し

ているか。 

□

  （ウ）総括責任者に事故ある場合の職務代理者を定めているか。 □

（エ）職務代理者は、統括責任者に事故ある場合に統括責任者の全権限を代理で

きる者を選任しているか。また、そのような体制を整備しているか。 

□

  （オ）管理運営を適切に行えるような組織を整備しているか。 

業務分担、指揮命令系統、緊急時の連絡系統その他必要な内容を定めてい

るか。 

□

  （カ）上記組織を一覧できる組織図を作成しているか。 □

 イ 従事者の確保、配置 

（ア）管理運営に必要な従事者を、従事者の休暇等の場合も含め業務に支障が生

じないように確保しているか。 
□ 

  （イ）従事者各人の担当業務を明確にし、適切な担当部署に配置しているか。 □

（ウ）各箇所の配置人員は適当であるか。 

・ 野外教育に関する専門的な指導のできる職員を配置しているか。 

・ 宿泊利用者のある場合は、対応できる宿直員（職員）を配置しているか。

□

  （エ）非正規職員から正規職員への転換に向けた取組を実施しているか。 □

 ウ 人材の育成（研修・指導教育の実施） 

  （ア）従事者に対する研修等について実施計画を定めているか。 □

（イ）実施計画には、方針（研修の目的・目指すべき効果等）が定められている

か。 

□

（ウ）実施計画には、研修等の実施項目、各項目の概要、実施スケジュール等が

定められているか。 

□

  （エ）研修は、実施計画に従って確実に実施されているか。 □ 

（オ）研修は、次の内容を含んだものとなっているか。 

・ 従事者各人が行うべき業務の内容及び責任 

・ 利用者に対する接遇 

・ 業務上遵守すべき関係法令・条例・規則等の規定内容 

・ 防火・防災対策 

・ 環境への配慮（１－（３）－イ－（ケ）と重複） 

・ その他業務に必要な知識や技術、心構え

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

  （カ）従事者は研修の内容を十分理解し、業務遂行に生かしているか。 □ 
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（５）管理水準の維持向上に向けた取組 

 ア 組織内で利用者ニーズ等に係る情報共有の仕組みが構築されているか。 □

 イ 上記仕組みを活用し、従事者間で積極的に情報交換・情報共有しているか。 □

 ウ 必要に応じて業務遂行を見直す仕組みを定めているか。 □

 エ 上記仕組みを活用し、定期的な業務見直しを行っているか。特に事故防止対策

については、改善を含め、日常的に組織的取組を行っているか。 

□

（６）第三者に対する委託（再委託）業務等の管理 

 ア 再委託業務等の適正確保 

 （ア）軽微な業務を除き、再委託について札幌市の承認を得ているか。 □

  （イ）管理運営において、市民サービスの向上が図れるような仕様としているか。 □

  （ウ）利用者の安全が十分確保される仕様としているか。 □

（エ）再委託が指定管理者の責任で行われているものであることについて、受託

者の理解を得ているか。 

□

 イ 再委託業務の受託者への適切な監督、履行確認 

（ア）指定管理者側では指揮管理の責任者を、再委託業務の受託者側では再委託

業務の実施責任者を定めているか。 
□ 

  （イ）再委託業務の受託者に対する指揮命令・連絡体制が確立されているか。 □ 

（ウ）再委託業務が適切に行なわれるよう、必要な指導、指示、検査、履行確認

を行っているか。 
□ 

  （エ）再委託業務の受託者に対して、自然の村の業務を行うために必要な従事者

の法令遵守状況及び労働環境（賃金、労働時間、各種保険の加入状況、健康

診断の実施状況等）に関わる情報提供を求めているか。 

□ 

 ウ 協定に関連する契約の相手方からの暴力団員又は暴力団関係事業者の排除 

  （ア）暴力団員又は暴力団関係事業者を協定に関連する契約の相手方としないた

めに、必要な対応を行っているか。 
□ 

（７）札幌市及び関係機関との連絡調整 

 ア 札幌市等との連絡調整 

  （ア）運営協議会は設置しているか。 □ 

  （イ）運営協議会は指定管理者側の主催・運営により開催されているか。 □ 

  （ウ）運営協議会は１年に２回以上開催しているか。 □ 

（エ）運営協議会では次の内容について協議等が行われているか。 

  ・ 管理業務状況の報告 

  ・ 業務上の問題点・改善点 

・ 管理業務に係る各種規程類等の策定・改正状況 

・ 協定書について「協議会で協議すること」とされている内容 

・ その他、市民サービスや管理水準の維持向上に向けた取組内容 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

（オ）運営協議会の議事は記録しているか。また、要旨を札幌市に確認している

か。 
□ 

  （カ）必要に応じて、運営協議会の議事の要旨を施設内に掲示しているか。 □ 



4

 イ 関係機関との連絡調整  

（ア）利用者団体、地元自治会等関連する団体との連絡調整体制は整備されてい

るか。 
□ 

  （イ）関連団体と良好な関係を構築・維持しているか。 □ 

（ウ）業務の円滑遂行のため、関係機関等の一覧表を作成しているか。また、当

該内容を札幌市に確認しているか。 
□

 ウ 指定管理者の表示 

  （ア）指定管理者が行政庁としての行為を行う場合には、指定管理者であること

を明らかにしているか。 
□ 

（８）苦情対応 

 ア 苦情・要望等への対応手続きについて整備しているか。 □ 

 イ 従事者は、対応手続きの内容を理解しているか。 □ 

 ウ 苦情・要望等に対応する担当部署を定めているか。また、当該部署の存在を利

用者等に対して周知しているか。 
□ 

 エ 利用者等からの苦情・要望等は、対応手続きに則り、担当部署において適切に

対応しているか。 
□ 

 オ 苦情・要望の担当部署と異なる部署であっても、苦情・要望等の受付は行って

いるか。その場合には適切に対応又は担当部署に引継ぎをしているか。 
□ 

 カ 市政に関する苦情・要望等を受け付けた場合は、速やかに札幌市に報告してい

るか。 
□ 

 キ 札幌市から苦情・要望等処理のための報告・調査依頼等があった場合には適切

に対応しているか。また、改善指示・指導に従っているか。 
□ 

（９）記録・モニタリング・報告・評価 

 ア 記録 

 （ア）管理業務の実施に関する次の帳簿等を整備しているか。 

・ 事業日誌（日報）  

・ 規程類 

・ 文書管理簿 

・ 各年度の事業計画書及び事業報告書 

・ 収支予算及び収支決算に関する書類 

・ 金銭の出納に関する帳簿 

・ 物品の受払いに関する帳簿

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

  （イ）帳簿等は定められた期間（５年間）保管しているか。 □ 

 イ 事業等の報告 

（ア）年度終了後に、次の報告書類を提出しているか。 

  ・ 当該年度の管理業務の実施状況報告書 

・ 当該年度の管理にかかる収支決算書 

・ 当該年度の団体の経営状況を説明する書類 

・ 施設についての各種統計書類 

□ 

□ 

□ 

□ 
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  （イ）毎月終了後に、当該月の実施状況報告書を提出しているか。 □ 

  （ウ）札幌市が要求する報告書類（毎年 7月末までに提出する環境保全行動報告

書等）を提出しているか。 

  （エ）指定期間初年度においては、団体の経営状況を説明する書類(指定期間初

年度の前事業年度分)を提出しているか。 

 ウ 札幌市の検査・確認・要請に対する対応等 

（ア）管理運営及び経理に関する帳簿等について、札幌市から閲覧・報告・調査

を求められた場合には提出しているか。 
□ 

（イ）各種報告書類等の検査、業務検査、財務検査、その他仕様書等に基づき、

指定管理者が業務を適正に実施しているかの検査、確認を求めた場合には協

力しているか。 

□ 

 エ 事業評価 

（ア）施設の利用状況、セルフモニタリングの結果等を踏まえ、札幌市が定める

ところにより自己評価を行っているか。 
□ 

（イ）自己評価は、統括責任者が中心となり、可能な限り利用者と直接接する従

事者の意見等を反映させる方法により行っているか。 
□ 

  （ウ）札幌市が行った業務評価について、施設内で閲覧可能な状態にしているか。 □ 

２ 施設・設備等の維持管理に関する業務 

（１）総括的事項 

 ア 利用者等の安全確保、市民サービスの向上への配慮等 

（ア）維持管理業務の実施に際して、利用者、近隣住民、従事者その他業務に関

連する者の安全は確保されているか。 
□ 

（イ）維持管理業務の実施に際して、施設利用の支障にならないよう配慮すると

ともに、利用者に対し業務の実施について十分に案内しているか。 
□ 

 （ウ）特定の資格を要する作業を実施する場合には、要件を満たす有資格者によ

る作業が行われているか。 
□ 

  （エ）拾得物の取扱いは適正に行なわれているか。 □ 

  （オ）災害、救急時に適切な対応をとれる体制となっているか。 □ 

 イ 連絡体制の確保 

（ア）各業務に関して必要な連絡先を利用者に対して案内しているか。また、連

絡が必要な場合には、最短時間での連絡が可能な状態となっているか。 
□ 

（イ）開館時間以外であっても、必要な場合には、利用者、地域住民等から従事

者に連絡できる体制が確保されているか。 
□ 

 ウ 損害賠償保険の加入 

 次に掲げる内容を補償する損害賠償責任保険に加入しているか。 

（ア）施設賠償責任保険 

・ 対  象 ： 施設の欠陥や管理瑕疵に起因する指定期間中の指定管理者の法

律上の賠償責任

・ 対人補償 ： １事故 １人あたり最高５千万

□ 
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１事故あたり最高５億円

・ 対物補償 ： １千万円

・ 期  間 ： 指定期間

・ そ の 他 ： 被保険者を指定管理者、再委託者及び札幌市とし、交差責任担

保特約付 

（イ）自動車賠償責任保険及び自動車総合保険 

・ 対  象 ： 施設管理車両の事故等に起因する指定期間中の指定管理者の法

律上の賠償責任

・ 対人及び対物賠償 ： １事故 １人あたり無制限

１事故あたり無制限

・ 人身傷害 ： ３千万円

・ 搭乗者傷害： １千万円

・ 期  間 ： 指定期間

□ 

（２）施設、設備等の維持管理 

 ア 清掃業務 

  （ア）日常清掃 

   ａ 開館日に定期的に清掃を行っているか。 □ 

ｂ 開館前（利用者退村時間から入村時間の間）には、宿泊施設（コテージ、

テントハウス、キャビン、テントサイト）の清掃が完了しているか。
□ 

ｃ 床の状態は次のとおりとなっているか。 

 ・ ゴミ、埃、綿ゴミ、紙くず、ガム等が無く、水やその他の液体がこぼ

れた状態で放置されていない。 

・ 埃取りマットは清潔な状態に保たれている。 

・ 備品等の移動に伴うキズ等がない。 

□ 

□ 

□ 

ｄ 壁、天井の状態は次のとおりとなっているか。 

 ・ 埃、チリ、糸くず、落書き、クモの巣などが無い。 

・ ポスターの貼付け、備品や機材の設置等による跡がついていない。 

□ 

□ 

ｅ 窓、ドアの状態は次のとおりとなっているか。 

 ・ 外部、内部のガラスの表面に拭き取り後の縞、汚れなどがない。 

・ ドア枠やレール等がきれいで、ゴミが無く、チリ、砂、テープの跡や

シミなどが無い。 

□ 

□ 

ｆ その他の施設環境は次のとおりとなっているか。 

 ・ 各室、通路は片付いており、非常口・非常ドアの利用が妨げられてい

ない。 

・ 不快な臭いがしない。

□ 

□ 

   ｇ 利用者等から要請があった場合には、要請箇所の清掃を行う体制となっ

ているか。 
□ 

   ｈ 上記要請があった場合は、担当部署への連絡到達後速やかに業務に着手

できる体制となっているか。
□ 

   ｉ トイレ等の清掃時には、消耗品の交換も行っているか。 □ 

   ｊ 揮発性有機化合物等を含むワックス、芳香剤・消臭剤等の薬剤や日用品 □ 
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は使用していないか。 

  （イ）計画清掃 

   ａ 計画清掃は、清掃計画に基づき、休館日に実施しているか。 □

   ｂ 清掃計画について、札幌市の承認を得ているか。 □

   ｃ 床は年２回実施する計画となっているか。また、材質に応じて適切に洗

浄、ワックス塗布等を行っているか。 

□

   ｄ 照明器具、窓ガラス等は年２回実施する計画となっているか。また、各

設備の表面に埃、塵、カビ、油汚れはないか。 

□

   ｅ 揮発性有機化合物等を含むワックス、芳香剤・消臭剤等の薬剤や日用品

は使用していないか。 

□

 イ 廃棄物収集処理 

  （ア）廃棄物により施設の利用環境、近隣住民の生活環境が悪化していないか。 □

  （イ）紙くず、ビン、缶、ペットボトル、生ゴミ等の事業系一般廃棄物は、分別・

収集し、所定のごみ集積場に運搬・集積し、札幌市指定の方法により処理し

ているか。 

□

  （ウ）収集ゴミを集積場所に保管する際には、分別整理、整頓がされているか。 □

  （エ）集積場所はゴミが散乱していたり、悪臭、ねずみや病害虫が発生していな

いか。 

□

  （オ）産業廃棄物については、法律に従って適切に保管・廃棄しているか。 □

  （カ）廃棄物の処理及び清掃に関する法律、札幌市廃棄物の減量及び処理に関す

る条例及び同条例施行規則、その他の関係法令を遵守しているか。 

□

 イ 警備業務 

  （ア）警備計画を作成しているか。 □

  （イ）警備計画には次の内容を盛り込んでいるか。 

  ・ 警備員の配置箇所、及び配置時間 

・ 配置箇所ごとの日常的な業務内容及びスケジュール 

・ 緊急時の対応手順 

□ 

□ 

□ 

  （ウ）警備業法、消防法、労働安全衛生法等の関係法令は遵守しているか。 □

  （エ）警備にあたっては、利用者に不快感・威圧感を与えていないか。 □

  （オ）警備業務については、１７時から翌日９時までは常駐警備かつ機械警備と

なっているか。また、施設及びその敷地を警備範囲としているか。

□

  （カ）施設の鍵は適切かつ厳重に保管・管理しているか。 □ 

  （キ）鍵は複製されていないか。また、鍵の紛失防止対策が明確にされ、かつ、

徹底されているか。 
□ 

  （ク）施設の秩序維持にあたっては館内を巡視し、以下の対応を行っているか。 

   ａ 不審者の侵入、利用者への迷惑行為その他の不審な行動、不審物の放置な

ど、施設の秩序をみだす行為等を未然に防止できる体制となっているか。 
□ 

   ｂ 上記行為等があった場合には適切な対応を行う体制となっているか。 □ 

   ｃ 放置物は除去し、避難誘導動線を確保しているか。 □ 
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   ｄ 各室の施錠は確認しているか。 □ 

   ｅ 不要な電灯は消灯しているか。 □ 

   ｆ 火の元及び火気器具のスイッチ等を確認しているか。 □ 

  （ケ）事故・災害発生時、トイレ非常呼出、非常ベルなど各種警報装置の作動が

あった場合には適切に対応できる体制となっているか。 
□ 

  （コ）利用者等からの緊急通報があった場合には、速やかに現場に急行できる体

制となっているか。
□ 

  （サ）開館、閉館及び出入りの管理にあたっては、以下の対応を行っているか。 

   ａ 出入口の開錠、施錠について確認が行われているか。 □ 

   ｂ 開館及び開錠時間、閉館及び施錠時間について、利用者に案内が行われて

いるか。 
□ 

   ｃ 開錠、施錠時間は札幌市との協議のもと、利用者の利便性に配慮したもの

となっているか。 
□ 

   ｄ 事業等の必要に応じて、利用者等の入館・出館は確保されているか。 □ 

   ｅ 施錠時間帯の入出館者、時間等は記録しているか。 □ 

  （シ）機械警備システム等の管理は適切に行われているか。 □ 

 ウ 施設及び設備の保守点検 

  （ア）施設等が所要の性能を発揮する状態を維持するよう点検しているか。 □ 

  （イ）部品、消耗品等の交換が必要な場合には、速やかに交換しているか。 □ 

  （ウ）施設等の劣化及び損傷を最小限に抑えるとともに、利用者等の安全及び施

設等の安全性が確保されているか。 
□ 

  （エ）日常的に、次の点検を行っているか。 

 ・ 外観等の目視点検 

 ・ 作動状況の点検 

 ・ 安全性の確認 

□ 

□ 

□ 

  （オ）定期的に、次の点検を行っているか。 

・ 法令上の点検、検査、調整及び分解整備 

・ 専門事業者による自主点検、検査、調整及び分解整備 

□ 

□ 

  （カ）点検の結果、必要がある場合には次の小規模修理を行っているか。 

  ・ 消耗品および消耗部品の交換 

  ・ 軽微な機器の調整  

  ・ 補修 

□ 

□ 

□ 

 エ 修繕 

  （ア）利用者等から破損、故障等の発生連絡を受けた場合には、速やかに状況を

確認できる体制となっているか。 
□ 

  （イ）破損、故障が発生した場合等には、応急処置、修繕費用・期間、原因の調

査などを行う体制となっているか。 
□ 

  （ウ）破損、故障発生時の対応結果について、遅滞なく札幌市に報告する体制と

なっているか。 
□ 
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  （エ）修繕のため第三者と委託契約を締結する場合は原則として複数の団体から

見積等を徴しているか。 
□ 

  （オ）修繕等については、緊急時を除き、事前に札幌市の承認を得ることとして

いるか。なお、緊急の場合は、修繕実施後速やかにその概要を札幌市に報告

することとしているか。 

□ 

 オ 備品管理 

  （ア）備品は、所要の性能を発揮する状態を維持するよう管理しているか。 □ 

  （イ）備品は、常に保守点検、清掃等を行うとともに、不具合が生じた場合は修

繕を行う体制となっているか。 
□ 

  （ウ）利用者等から備品の不具合連絡を受けた場合、速やかに状況を確認し、修

理、説明、代用品の確保、原因の確認など、必要に応じた対応を行う体制と

なっているか。 

□ 

  （エ）備品は指定期間が満了するまで、毎年度全件その有無及び状態を点検して

いるか。 
□ 

 カ 駐車場管理 

  （ア）利用者が円滑に駐車できるよう必要な案内・誘導を行っているか。 □ 

  （イ）開館日の９時から１７時まで案内・誘導を行っているか。  

  （ウ）入口付近・場内での交通渋滞の未然防止、渋滞が発生した場合の速やかな

解消に努めているか。 
□ 

  （エ）場内で事故等が発生した場合には、利用者の案内、避難誘導、救護、警察・

消防などへの通報等の対応を行う体制となっているか。 
□ 

  （オ）事故発生時には速やかに、札幌市に報告し、札幌市との協議の上必要な対

応を取ることとなっているか。 
□ 

 キ 外構緑地管理 

  次の状態を維持するよう管理しているか。 

・ 敷地内の側溝、排水枡等は落ち葉、ゴミ等で詰まっていないか。 

・ 薬剤を用いる場合は人体、生態系及び施設・設備機器類に影響の無い方法に

よっているか。 

・ 作業に伴う路面、縁石、樹木等の損傷は無いか。 

・ 芝刈り、草刈り、散水等は随時行い、環境の維持管理に努めているか。 

・ 樹木等は適宜灌水、施肥・剪定等を行っているか。 

・ 枯れ葉、枯れ枝、倒木等は適宜処理、除去されているか。 

・ 冬期間に備えて低木等の冬囲いを行っているか。 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

 ク 除雪 

  次のことに留意して実施しているか。 

・ 利用者の不便をきたさないよう適宜行われているか。 

・ 業務の実施にあたっては事故防止に十分注意し、安全を確保しているか。 

□ 

□ 

（３）防災業務 

 ア 防災計画を策定しているか。 □ 
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 イ 防災計画には次の内容を含んでいるか。 

・ 防災業務の実施方針 

・ 災害発生時の統括対応部署とその他の部署における役割分担と連絡体制 

・ 災害被害を最小限に抑えるための防災訓練の内容及び日常対策 

・ 事故による傷病等の想定項目と未然防止策 

・ 事故発生時の対応方法(医療機関との連携等) 

・ 休館日における災害等への対応体制 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

 ウ 災害等の発生時には、防災計画に沿った対応を取れる体制となっているか。 □ 

 エ 災害等の発生時には、利用者の安全を最優先で確保する体制となっているか。

また、従事者の安全、近隣住民への対応や関係機関との連携協力に十分に配慮し

た体制となっているか。 

□ 

 オ 開館中に災害等が発生した場合に、従事者が必要な対応を行える状況を維持す

ることができる体制となっているか。 
□ 

 カ 開館中を除く時間帯に災害等が発生した場合に、必要な連絡体制及び損害、被

害の確認を行うことができる体制となっているか。 
□ 

 キ 災害等の発生時には、発生状況等必要な事項について直ちに札幌市に報告する

体制となっているか。 
□ 

 ク 近隣の医療機関との連携体制や従事者による応急救護体制を確立しているか。 □ 

 ケ 消防法第８条に規定される防火管理者及び防災管理者の選任、消防計画の策定

及び実施を通じて、関係法令に規定される防火・防災管理を徹底しているか。 
□ 

 コ ヒグマ等の野生生物に対する対策を講じ、適切な施設管理運営及び必要な研修

等を行っているか。 
□ 

３ 事業の計画及び実施に関する業務

（１）自然体験活動のため、自然の村の施設を使用させ、必要な指導助言を行う業務 

 ア 条例規則を遵守し、関係する諸要領を整備して業務を行っているか。 □ 

 イ 自然体験活動に必要な物品の管理を行うとともに、必要な保守点検・修繕を行

い、利用者への貸出を行っているか。 
□ 

 ウ 施設や周辺のフィールドを生かした活動プログラムを開発提供し、利用者に必

要な指導助言を行っているか。 
□ 

 エ 利用者の特性（家族、グループ、初利用者、リピーターなど）に応じた活動プ

ログラムを開発提供し、利用者に必要な指導助言を行っているか。 
□ 

 オ 利用者の健康に関する指導助言を行っているか。 □ 

 カ 団体利用等の下見・見学対応する時の活動計画の相談について必要な指導助言

を行っているか。 
□ 

（２）自然体験活動の普及振興に関する業務 

 ア 効果的な広報体制や誘致活動、主催事業の多様な展開を通じて平日や閑散期の

利用促進に係る利用者誘致の一層の促進を図っているか。 
□ 

 イ 家族やグループなど利用者が一緒に活動し、協力しあうようなプログラムを提

供して利用者間の交流促進を図っているか。 
□ 
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 ウ 市民との連携協働に基づく施設の運営及び市民のボランティア活動支援を図

るため、野外活動のボランティア指導者養成に係る研修会の実施及び修了者の登

録、自然の村利用者の活動や主催事業における指導機会の提供を通じた活動支援

を行っているか。 

□ 

 エ 学校等の教育機関や町内会等の地域団体、地域の施設等地域社会との連携に留

意した事業実施による地域との連携促進を図っているか。 
□ 

（３）自然体験活動に関する調査研究、資料の収集及び提供に関する業務 

 ア 自然体験活動に関する資料や参考図書を収集し、教材として整理し、利用者に

対して閲覧・提供を行っているか。 
□ 

 イ 施設利用者の利用動向を把握分析し、利用者ニーズの調査研究を行っている

か。 
□ 

（４）その他自然の村の設置目的を達成するために必要な業務 

 ア 実費相当額の設定に当たっては、利用しやすい金額とするよう配慮している

か。 
□ 

 イ 本市内の他の類似施設の料金設定を参考としているか。 □ 

４ 施設の利用等に関する業務 

（１）利用申込の受付及び案内業務 

 ア 受付窓口であることが容易に理解されるよう表示や案内があるか。 □ 

 イ 利用者に対する接遇は最大限留意しているか。 □ 

 ウ 利用者の来館目的に沿って、最短経路での案内を行っているか。また、利用者

の疑問に即時に対応しているか。 
□ 

 エ 利用者に施設の利用方法や利用上の留意点などについて、必要かつ十分な案内

を行っているか。 
□ 

 オ 利用者が速やかに用件を済ませられるよう配慮しているか。 □ 

 カ 必要に応じて、カウンター要員の増員、待ち時間の案内、待ち行列の整理など

の対応を行っているか。 
□ 

（２）使用承認等に関する業務 

 ア 使用承認等を行うにあたり、平等利用を確保しているか。 □ 

 イ 使用の承認・不承認は、設置条例、同条例施行規則等に基づき行っているか。 □ 

 ウ 利用料金等の徴収は、現金取扱いに係る規定に基づき適切に行っているか。 □ 

５ 管理業務に付随する業務 

（１）広報業務 

 ア 情報誌は、市内で地域的偏りのないよう配布しているか。 □ 

 イ 情報誌には、札幌市の施策に関する情報を掲載しているか。  

 ウ ホームページには、アクセスカウンター、問い合わせ先(電話番号)等を掲載し

ているか。 
□ 

 エ ホームページは、利用者の立場になって、アクセシビリティ、ユニバーサルデ

ザインの考え方に基づいて管理するとともに、総務省作成の「みんなの公共サイ

ト運用ガイドライン※１」を参考に以下の取組を実施しているか。 

□ 
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  ・ウェブアクセシビリティ方針の策定、公開 

  ・日本工業規格 JIS_X_8341-3：2016 の適合レベル AA準拠 

  ・１年に１回、試験の実施、公開 

  ・１年に１回、「ウェブアクセシビリティ取組確認・評価表」を公開 

 オ ホームページは、「札幌市公式ホームページガイドライン」を参考に遵守して

いるか。 
□ 

○ 自主事業の実施状況

１ 承認要件の合致（全てを満たす必要あり）

（１）内容が、施設の設置目的等及び管理の基準に係る要求水準の達成に寄与するもの

であるか。
□

（２）指定管理者の自己資金で実施しているか。 □

（３）収支見込みや事業の運営形態において、指定管理業務に支障をもたらすものでな

いか。
□

（４）事業実施後、施設の原状復帰が可能であるか。 □

（５）第三者に損害を与えた場合、一切の責任を指定管理者が負うものとしているか。 □

（６）施設運営上の継続性に影響を与えるものではないか。 □

２ 実施状況

（１）実施内容は承認内容と同一であるか。 □

（２）自主事業であることを利用者に対して明示しているか。

（３）自主事業の一部を第三者に業務委託する場合、事業の責任は指定管理者にあるこ

とを明示しているか。また、承認取消に伴い第三者に損害が発生しても札幌市は責

任を負わないことを第三者に理解させているか。

（４）自主事業に係る使用許可は適切に行っているか。また、目的外使用許可が必要な

場合は適切に申請しているか。
□

（５）目的外使用に係る使用料は適切に納付しているか。 □

（６）自主事業の利益案分について提案・協定した団体においては、当該案分が協定ど

おりに実施されているか。
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○ 指定管理者団体が雇用している労働者の労働環境の確保 

１ 検査項目は各法令の原則基準に基づき作成しております。団体の規模、労働者の勤務形態、

職種等に応じて適用関係が異なるものや、適用特例が設けられているものもありますので、

実際の検査実施に際しては、施設の状況に応じて項目を追加・削除、修正してください。 

２ 根拠法令は令和３年４月１日現在現在の内容によっています。 

３ 凡例は次のとおりです。 

労基法 ： 労働基準法(昭和 22 年法律第 49 号) 

契約法 ： 労働契約法(平成 19 年法律第 128 号) 

最賃法 ： 最低賃金法(昭和 34 年法律第 137 号) 

均等法 ： 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する

法律(昭和 47 年法律第 113 号) 

育介法 ： 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律(平成 3 年法律第 76 号) 

パート・： 短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律(平成 5年

有期法  法律第 76 号)（※１）  

高齢法 ： 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律(昭和 46 年法律第 68 号) 

安衛法 ： 労働安全衛生法(昭和 47 年法律第 57 号) 

雇保法 ： 雇用保険法(昭和 49 年法律第 116 号)  

徴収法 ： 労働保険料徴収法(昭和 44 年法律第 84 号) 

健保法 ： 健康保険法(大正 11 年法律第 70 号) 

厚年法 ： 厚生年金保険法(昭和 29 年法律第 115 号) 

労働施策： 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に 

総合推進法 関する法律(旧雇用対策法 昭和 41年法律第 132 号)（※２） 

※１「パート法（短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律）」の改正について

≪改正の概要≫

〇正規雇用労働者と短時間・有期雇用労働者との間での不合理な待遇差を禁止。

〇新たに有期雇用労働者を対象に追加。

≪改正後の名称≫

「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（いわゆる「パー

トタイム・有期雇用労働法」以下、「パート・有期法」という。）

≪公布日・施行日≫

平成 30 年７月６日公布、令和２年４月１日施行（中小企業は令和３年４月１日施行）

※２「労働施策総合推進法（労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活

の充実等に関する法律）の改正について

≪改正の概要≫

〇職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して事業主の講ずべき

措置等についての義務規定追加。

≪公布日・施行日≫

令和元年６月５日公布、令和２年６月１日施行

（中小企業は令和４年４月１日から義務化、それまでは努力義務）

（以下、活動協会事務局取扱い 子ども未来局一括検査）
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【制度及び運用】 

１ 労働契約・労働条件の明示・労働者名簿 

（１）次の労働条件を労働者に対して書面により明示しているか。 

  ①労働契約の期間 

②期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準 

③就業場所、業務内容 

④始業終業時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休

日、休暇、交替制勤務をさせる場合は就業転換に関する事項 

⑤賃金の決定、計算方法、支払い方法、賃金の締切日・支払日 

⑥退職（解雇を含む）に関する事項 

⑦昇給に関する事項（⑦のみ口頭でも可） 

※労働者が希望した場合、ＦＡＸや電子メール、ＳＮＳ等でも明示が可

能（平成３１年４月１日改正） 

労基法§15 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

（２）次の労働条件を定めている場合については、労働者に対して明示

（口頭でも可）しているか。 

・ 退職手当に関する事項 

・ 臨時に支払われる賃金、賞与などに関する事項 

・ 労働者に負担させる食費、作業用品その他に関する事項 

・ 安全衛生に関する事項 

・ 職業訓練に関する事項 

・ 災害補償、業務外の傷病扶助に関する事項 

・ 表彰、制裁に関する事項 

・ 休職に関する事項 

労基法§15 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

（３）ア 期間の定めのある労働契約を締結する場合について、３年（※）

を超える期間契約を締結していないか。 

  ※ 専門業務、満６０歳以上の労働者との契約は５年、期間限定事

業に係る契約は業務完了までの期間とすることが可能 

労基法§14 □ 

   イ 期間の定めのある労働契約が通算して５年を超えて繰り返し更

新された労働者から申込みがあった場合、有期の契約を無期に転換

しているか。（無期転換ルール） 

契約法§18 □ 

   ウ パート・有期契約労働者と通常の労働者との間で、期間の定めが

あることを理由に不合理に労働条件を相違させていないか。 

（令和３年４月１日、中小企業にも適用拡大） 

パート・有期法§

8 
□ 

（４）労働者名簿は適正に作成・保存されているか。 

労働者名簿の記載事項（記録の保存・・・退職日から３年間） 

・氏名 

・生年月日 

・履歴 

・性別 

労基法§107、

109 

□ 

□ 

□ 

□ 
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・住所 

・従事する業務の種類（常時３０人未満の事業場では不要） 

・雇入れの年月日 

・退職の年月日及びその事由（退職の事由が解雇の場合はその理由）

・死亡の年月日及びその原因 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

２ 就業規則 

（１）労働者が常時１０人以上いる事業場の場合、就業規則は作成して

いるか。また、作成・変更時に適正な手続（※）がされているか。 

※常時１０人以上の労働者を使用する事業場においては、就業規

則を作成し労働者の過半数で組織する労働組合がある場合において

はその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合に

おいては労働者の過半数を代表する者の意見を聴き、労働基準監督

署長に届け出なければならない。 

労基法§89、90 □ 

（２）就業規則は適正な方法で労働者に周知されているか。 労基法§106 □ 

３ 賃金 

（１）賃金台帳は適正に作成・保存されているか。 

賃金台帳の記載事項 

（記録の保存・・・最後の記入した日から３年間） 

・氏名 

・性別 

・賃金計算期間 

・労働日数 

・労働時間数 

・時間外、休日労働時間数及び深夜労働の時間数 

・基本給、手当その他賃金の種類ごとにその額 

・賃金控除の額 

労基法§108、

109 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

（２）賃金は、通貨（※１）で、直接労働者に、全額（※２）を支払っ

ているか。また、毎月１回以上、一定日を定めて支払っているか。 

  ※１ 法令又は労働協約に別の定めがある場合等を除く。 

  ※２ 法令に別の定めがある場合又は書面による労使協定がある場

合を除く。 

労基法§24 □ 

（３）最低賃金を確保しているか。 

※ 北海道の最低賃金（地域別賃金）：889 円（時間給） 

旧）令和３年９月 30 日まで：861 円（時間給） 

（※ 協定書第８条の２で定めた賃金の最低額が上記を上回る場合

は、併せて確認すること。） 

労基法§28 

最賃法 
□ 

４ 労働時間 

（１）１週間及び１日の所定労働時間は適正であるか。 労基法§32 □ 
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（２）法定労働時間（１週４０時間※特例措置対象事業場は４４時間、１日

８時間）を超えて労働させている場合又は法定休日に労働させている場

合、書面による労使協定（３６協定）を締結しているか。 

締結している場合 

・３６協定の内容は適正であるか。 

・３６協定の届出は適正か。 

・３６協定の内容を超えて労働させていないか。 

・特別条項付き３６協定を締結している場合、その内容及び運用方法等は

適正であるか。 

・協定を締結する際の労働者の過半数を代表する者は適正な方法で選

出されているか。（過半数を組織する労働組合ある場合除く） 

・月の時間外労働と休日労働の合計が、毎月 100 時間以上にならない

ように管理しているか。（※） 

・月の時間外労働と休日労働の合計について、どの２～６か月の平均

をとっても、１月当たり８０時間を超えないように管理しているか。

（※） 

※ 時間外労働＋休日労働の上限規制に関する項目で、平成 31 年４月

１日施行（中小企業は令和２年４月１日施行）。 

労基法§36

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

（３）１ヶ月以内の変形労働時間制を採用している場合、就業規則又は

書面による労使協定により必要な定めをし、労働基準監督署長に届

出しているか。また、勤務日、勤務時間、休日等をシフト表の配布

等により、あらかじめ労働者に通知しているか。 

労基法§32の2 □ 

（４）１年以内の変形労働時間制を採用している場合、書面による労使

協定により必要な定めをし、労働基準監督署長に届出しているか。 

また、勤務日、勤務時間、休日等をシフト表の配布等により、あらか

じめ労働者に通知しているか。 

労基法§32の4 □ 

（５）協定関係は適正な方法で労働者に周知されているか。 労基法§106 □ 

（６）法定時間外労働、法定休日労働及び深夜業をさせた場合、それぞ

れ法定割合以上の割増賃金を支払っているか。 

※法定割増率  

法定時間外労働 ２５％（1月 60 時間超の部分については 50％ 

※中小企業は令和 5年 3月 31 日まで適

用猶予） 

法定休日労働 ３５％ 

深夜業（午後１０時～午前５時） ２５％ 

労基法§37 □ 

（７）割増賃金を計算する際の割増単価の計算方法は適正か。 労基法§37 □ 

≪深夜業の時間帯に法定時間外労働を行った場合≫

 深夜業（２５％増）＋法定時間外労働（２５％増）＝５０％増
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（８）労働時間、休憩、休日の適用が除外される管理監督者はいるか。

いる場合、その範囲及び判断は適正か。 
労基法§41 □ 

５ 休憩 

（１）労働時間が６時間超で４５分以上、８時間超で１時間以上の休憩

を労働時間の途中に与えているか。 
労基法§34 □ 

（２）休憩時間は、自由に利用させているか。 労基法§34 □ 

６ 休日 

（１）毎週（原則、日曜日から土曜日）１日以上の休日、又は４週間を

通じて４日以上の休日（変形休日制）を与えているか。変形休日制

の場合、４週間の起算日を就業規則等で明らかにしているか。 

労基法§35 □ 

（２）休日の振替は適正であるか。 

※「振替休日」と「代休」の取扱いに誤りはないか。 
労基法§35 □ 

７ 年次有給休暇 

（１）年次有給休暇は労働者の勤務形態、継続勤務期間及び勤務実績に

応じて法定されている日数以上の日数を付与しているか。 

労基法§39 

□ 

（２）年 10 日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し、年５日の

年次有給休暇を取得させることが会社の義務だが、実施されている

か。（平成 31 年４月１日施行） 

□ 

（３）年次有給休暇管理簿を作成して取得状況を管理しているか。 

※ 基準日（付与日）、取得日数、取得日などが記載されたもの。 
□ 

８ 労働保険・社会保険（健康保険・厚生年金保険） 

（１）労働保険（労災保険・雇用保険）の成立手続はされているか。 徴収法 □ 

（２）条件を満たす（※）労働者全員を雇用保険に加入させているか。 

※ １週間の所定労働時間が２０時間以上で３１日以上の雇用見込

みがある労働者 

※ ６５歳以上の副業就業者のうち、２つ以上の雇用先で１週間の

所定労働時間を合算すると２０時間以上となる者が申し出た場合

（令和４年４月１日施行） 

雇保法 □ 

（３）条件を満たす（※）労働者全員を社会保険（健康保険・厚生年金

保険）に加入させているか。 

※ １週の所定労働時間および１月の所定労働日数が常時雇用者の

４分の３以上 

※ 短時間労働者に対する厚生年金保険・健康保険の適用の拡大 

短時間労働者の要件（以下のいずれにも該当していること） 

①週の所定労働時間が２０時間以上であること 

②雇用期間が１年以上見込まれること 

③賃金の月額が８８,０００円以上であること 

④学生でないこと 

⑤常時５０１人以上の企業（特定適用事業所）に勤めていること 

健保法§48 

厚年法§27 
□ 
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９ 高齢者 

（１）定年の定めがある場合、６０歳以上となっているか。 高齢法§8 □ 

（２）定年（６５歳未満に限る）の定めがある場合、６５歳までの継続

雇用に係る措置（※）を設けているか。 

※ 定年引上げ、継続雇用制度の導入、定年廃止のいずれか。 

高齢法§9 □ 

（３）高年齢者の就業機会確保措置として、７０歳までの定年引上げ、

継続雇用制度の導入、定年廃止、創業支援等措置（継続的な業務委

託契約、社会貢献活動に継続的に従事できる制度）のいずれかを講

じているか（努力義務）。（令和３年４月１日施行） 

高齢法 □ 

10 解雇・雇止め 

（１）解雇制限期間中の労働者を解雇していないか。 

【解雇制限期間】 業務上の傷病による休業期間及びその後３０日間並

びに産前産後休業期間及びその後３０日間 

労基法§19 □ 

（２）解雇する場合、３０日以上前に解雇を予告しているか。または、

平均賃金の３０日分以上の解雇予告手当を支払っているか。 

  ※ 解雇予告の例外あり 

労基法§20 □ 

（３）一定の者について雇止めをしようとする場合には、少なくとも契

約期間満了日の３０日前までに予告をしているか。 

【一定の者】３回以上契約を更新し、又は雇い入れの日から起算して

１年を超えて継続勤務している者（※あらかじめ当該契

約を更新しない旨明示されている者は除く。） 

労基法§14 □ 

11 安全衛生 

（１）事業所の規模・職種に応じた安全衛生管理体制（※）を確立して

いるか。 

※ 総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者、安全衛生推進

者（又は衛生推進者）、産業医の選任、安全委員会、衛生委員会の

開催等 

安衛法§10、

11、12、12 の 2、

13、17、18 

□ 

（２）労働者に対する健康診断（※）は実施しているか。 

※ 雇入時健康診断 ： 労働者の雇入時に実施 

    定期健康診断  ： １年に１回（ただし、深夜業に従事する

労働者は６ヵ月に１回）実施 

安衛法§66 □ 

（３）健康診断の結果を記録し、労働者に通知しているか。また、当該

結果を５年間保管しているか。 

安衛法§66 の 3、

§66 の 6、§103 
□ 

（４）健康診断の結果、必要あると認められる場合には、当該労働者に

ついて就業場所の変更等の措置を講じているか。 
安衛法§66の5 □ 

（５）長時間労働者から面接指導の申出があった場合、医師による面接

指導を実施しているか。 

長時間労働者：１月の時間外・休日労働が 100 時間超⇒80 時間超へ

安衛法§66の8 □ 
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見直し（平成 31年４月１日施行）） 

（６）ストレスチェック制度を実施しているか。 

※常時５０人未満の事業場は当分の間努力義務  
安衛法§66 の

10 
□ 

（７）健康管理の観点から、全ての人の労働時間の状況を客観的な方法

その他適切な方法により会社が把握しているか。（平成 31年４月１

日施行） 

安衛法§66の8

の 3 
□ 

12 短時間労働者 

（１）短時間労働者の雇入れ時に、労基法上の勤務条件明示項目に加え、

昇給、賞与、退職手当の有無、相談窓口を書面交付により明示して

いるか。 

パート・有期法

§6 
□ 

（２）職務の内容、人材活用の仕組みが通常労働者と同じ短時間労働者

について、短時間労働者であることを理由として、賃金の決定、教

育訓練の実施、福利厚生施設の利用その他の待遇について、差別的

取扱いをしていないか。 

パート・有期法

§9 
□ 

（３）通常労働者に対して実施する教育訓練で職務の遂行に必要な能力

を付与するための訓練は、職務内容同一短時間労働者についても実

施しているか。（既に職務に必要な能力を有している者を除く） 

パート・有期法

§11 
□ 

（４）通常労働者も利用できる給食施設、休憩室、更衣室について、短

時間労働者にも利用の機会を与えるよう配慮しているか。 

パート・有期法

§12 
□ 

（５）通常労働者への転換推進のための措置（※）を講じているか。 

※ 次のいずれか。 

・ 通常労働者の募集要綱を短時間労働者に周知 

・ 通常労働者を新たに配置する場合、当該配置希望を申し出る

機会を短時間労働者に付与 

・ 通常労働者への転換試験を設ける等の転換推進措置の実施 

パート・有期法

§13 
□ 

（６）不合理な待遇差をなくすための規定の整備として、現在の「パー

トタイム労働法」が新たに有期雇用労働者も対象とした「パートタ

イム・有期雇用労働法」に改名改正されたことを認識しているか。 

（令和２年４月１日施行、中小企業は令和３年４月１日施行） 

パート・有期法 □ 

13 妊産婦に対する配慮（母性保護・母性健康管理措置） 

（１）生理日の就業が困難な女性が請求した場合、休業させているか。 労基法§68 □ 

（２）妊産婦（※１）を有害業務（※２）に従事させていないか。 

  ※１ 妊娠中及び出産後１年を経過しない女性 

  ※２ 重量物の取扱い等、妊娠、出産、哺育等に有害な業務 

労基法§64の3 □ 

（３）産前６週間以内の女性が休業を請求した場合、休業させているか。 労基法§65 □ 

（４）産後８週間以内の女性（※）を就業させていないか。 

※ 産後６週間経過後の女性から業務復帰請求があり、かつ、医師

が支障ないと認めた場合を除く。 

労基法§65 □ 
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（５）妊娠中の女性が請求した場合、他の軽易業務に転換させているか。 労基法§65 □ 

（６）妊産婦が請求した場合、時間外労働、休日労働、深夜業に従事さ

せていないか。 
労基法§66 □ 

（７）妊娠・出産・産前産後休業の取得、母性健康管理措置を受けたこ

とや育児・介護休業申出をし、又は育児・介護休業をしたこと等を

理由として、不利益な取扱いをしていないか。 

  ※ 不利益取扱いの例 

解雇、雇止め、契約更新上限回数の引下げ、退職の強要、労働

契約変更の強要、降格、就業環境の阻害、不利益な自宅待機、減

給、賞与等の不利益算定、不利益な人事評価 

均等法§9 

育介法§10 
□ 

14 子育て期の労働者に対する配慮 

（１）１歳未満の子を養育する女性が請求した場合、１日２回各３０分

以上の育児時間を付与しているか。 
労基法§67 □ 

（２）１歳までの子（※）を養育する労働者が申し出た場合、育児休業

を認めているか。 

  ※ 両親とも育児休業を取得した場合は１歳２月までの子。また、

保育所に入所できない等の場合は１歳半または２歳までの子 

育介法§5～9

の 3 
□ 

（３）３歳までの子を養育する労働者（※１）が申し出た場合、所定労

働時間の短縮等、所定外勤務の制限（※２）を措置しているか。  

  ※１ 雇用１年未満の労働者等について、書面による労使協定によ

り適用除外とすることが可能 

  ※２ 業務の正常な運営を妨げる場合は制限しないことも可能 

育介法§23、 

§16 の 8 
□ 

（４）小学校就学前の子を養育する労働者（※１）が申し出た場合、子

の看護休暇を付与しているか。（※２） 

  ※１ 子が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年１０日を付与 

※２ １時間単位での取得が可能（令和３年１月１日施行） 

育介法§16 の

2、16 の 3 
□ 

（５）小学校就学前の子を養育する労働者（※１）が請求した場合、時

間外勤務の制限（※２）、深夜業の免除（※３）を行っているか。 

  ※１ 雇用１年未満の労働者等は適用除外 

  ※２ １月２４時間、１年１５０時間を上限とする。ただし、業務

の正常な運営を妨げる場合は請求を拒否することも可能 

※３ 業務の正常な運営を妨げる場合は免除しないことも可能 

育介法§17、 

§19 
□ 

15 家族を介護する労働者への配慮 

（１）家族を介護する労働者（※１）が申し出た場合、介護休業（※２）

を認めているか。 

※１ 期間雇用労働者は、一定の条件あり 

※２ 対象家族１人につき通算９３日（３回まで分割可能）を付与 

育介法§11～

16 
□ 

（２）家族を介護する労働者が申し出た場合、所定労働時間の短縮等（※）

の措置を講じているか。  
育介法§23 □ 
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  ※ フレックスタイム制、始業・終業時間の繰上げ・繰下げ、介護

サービス利用に係る負担に対する助成等も可 

  ※ 介護休業とは別に、利用開始から３年の間で２回以上の請求可 

（３）家族を介護する労働者（※１）が請求した場合、時間外勤務の制

限（※２）、深夜業の免除（※３）を行っているか。 

  ※１ 雇用１年未満の労働者等は適用除外 

  ※２ １月２４時間、１年１５０時間を上限とする。ただし、業務

の正常な運営を妨げる場合は請求を拒否することも可能 

※３ 業務の正常な運営を妨げる場合は免除しないことも可能 

育介法§18、 

§20 
□ 

（４）家族を介護する労働者が申し出た場合、介護休暇（※）を付与し

ているか。 

  ※ 家族が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年１０日を付与 

※ １時間単位での取得が可能（令和３年１月１日施行） 

育介法§16の5

～16 の 7 
□ 

（５）家族を介護する労働者が請求した場合、所定外勤務の制限を行っ

ているか。 

※対象家族１人につき、介護終了まで請求可能 

育介法§16の9 □ 

16 男女雇用機会均等法 

（１）募集・採用、配置（業務の区分・権限の付与を含む）・昇進・降

格・教育訓練、一定の福利厚生、職種・雇用形態の変更、退職の勧

奨・定年・解雇・労働契約の更新について、性別を理由とする差別

をしていないか。 

均等法§5、 

§6 
□ 

17 ハラスメントの防止・対策 

（１）パワーハラスメント対策、妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント対

策及びセクシュアルハラスメント対策 

ア ハラスメントの内容及び防止方針、行為者への厳正な対処方針及

び対処の内容を定め、労働者に周知しているか。 

均等法・ 

育介法・ 

労働者総合施

策推進法 

□ 

イ 相談窓口を設置し、相談（苦情含む）に応じ、適切に対応するた

めに必要な体制を整備しているか。 
□ 

ウ ハラスメント発生時の対応手順、被害者に対する適正な配慮の措

置、行為者に対する適正な措置及び再発防止措置を実施しているか。
□ 

エ 職場における妊娠・出産等に関するハラスメントの原因や背景と

なる要因を解消するための措置を講じているか。 
□ 

オ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を

講ずるとともに、その旨を労働者に周知しているか。 
□ 

カ 相談、協力等を理由に不利益な取扱いを行ってはならない旨を定

め、労働者に周知しているか。 
□ 
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その他 

１ 源泉徴収票、市税通知書、健康保険証等、事業主を通じて労働者に配布する文書は遅

滞なく配布しているか。 
□ 

２ 労働者の給料、健康診断結果等の個人情報については、厳正な管理を行っているか。 □ 
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財務検査の検査項目

○ 現金・有価証券の取扱い 

１ 管理体制の整備 

（１）チェック・牽制機能

 ア 経理担当者（現金を取り扱う担当者）は、必要最小限、かつ、複数名としてい

るか。 
□

 イ 経理担当者以外の者が現金を取り扱っていないか。  

 ウ 経理担当者について、定期的に人事異動させているか（同一人物が長期間に渡

り担当していないか。）。 
□

 エ 帳票、帳簿等の点検は、必ず複数名で行っているか。 □

 オ 未収金等の督促は、入金担当以外の者が行っているか。 □

カ 経理責任者による経理事務の監査は、形式的なチェック（書面への押印のみ等）

となっていないか。適正に行われているか。 
□

 キ 内部監査の実施等、定期的な全体チェックを行っているか。 □

ク 必要に応じて税理士、公認会計士からの専門的助言を受けることができる体制

となっているか。 
□

ケ 外部監査等への依存を過剰なものとし、内部チェック機能が形骸化していない

か。 
□

（２）会計基準等の整備

 ア 各種会計基準（公益法人会計基準、社会福祉法人会計基準等）は導入しているか。 □

 イ 団体の会計規程類は策定・整備されているか。 □

 ウ 現金出納簿、総勘定元帳その他の簿記帳簿類を備えているか。また、適切に記帳

されているか。 
□

エ 会計事務の電算化を進めて、可能な限り現金を直接取り扱うことのない仕組み 

（銀行取扱の法人向けネットバンキングの導入等）づくりを行っているか。 
□

オ 直接、現金を取り扱う職員数を少なくする仕組み（利用券等の自動販売機の導 

入等）づくりを行っているか。 

カ 指定管理業務を行うに当たっては、指定管理者が行っている他の事業と経理を明

確に区分し、年度ごとに収支その他経理に関する記録等を整備しているか。 
□ 

キ 指定管理業務に係る経費の収支については、独立した預金口座により管理してい

るか。 
□ 

２ 現金収納関係事務

（１）現金の収納

 ア 現金による収入があったときは、必ず領収書を交付しているか。 □

 イ 現金と領収書（控）の金額とは一致していることを確認しているか。 □

 ウ 自動販売機等について、売上金回収、つり銭補充等、現金を取り扱う際には、

複数人で対応しているか。 

エ 領収書を発行しない場合（自動販売機、コイン式コピー機等）は、ジャーナル
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 等と売上金の照合を行っているか。 

（２）収納した現金の払込み

ア 現金を収納したときは、原則として収納日の翌日までに金融機関に払い込んでい

るか。収納した現金を長期間金庫で保管しているようなことはないか。 
□

 イ 現金と収入伝票の金額とは一致していることを確認しているか。 □

 ウ 収入伝票の金額と預金通帳の入金額とは一致していることを確認しているか。 □

 エ 現金の払込みの際の領収書は、適正に保管されているか。 □

（３）現金出納簿の整備等

 ア 現金出納簿は、加除式ではなく、連番された固定式のものを使用しているか。 □

 イ 現金出納簿は、会計年度ごとに締め切っているか。 □

ウ 記載すべき事由の発生の都度、証拠書類又は計算書等に基づき正確に記載してい

るか。記載をまとめて行っていないか。 
□

エ 現金取扱責任者等が保管する現金の現金現在高は、現金出納簿残高現金欄と一致

しているか。 
□

 オ 記載事項の訂正は適正に行われているか。 □

 カ 収入金の日計表を記帳し、日計表記載額と現金の一致を確認しているか。 □

 キ 毎月末には月計を、２か月以上にわたるときは累計を付けているか。 □

ク 現金出納員等の引継ぎについて、適切な対応（引継年月日の記入、引継者双方の

署名押印等）を行っているか。 
□

 ケ 現金出納簿は、関係書類とともに、毎月１回以上、権限のある上司等の確認・検

査を受けているか。 
□

コ 支出に関する伺等の決裁文書と現金出納簿ほかの経理簿等に記載された金額は

一致しているか。 

サ 小口現金、つり銭準備金等の種別ごとに現金出納簿等を整備し、適切に記帳して

いるか。 
□

３ 事務室等での現金等の保管

（１）現金等の保管

 ア 小口現金、つり銭準備金等、事務室等で保管する現金は金庫に保管しているか。 □

 イ 金庫は常時施錠されており、金庫の鍵は厳重に保管されているか。  □

 ウ 金庫の鍵の管理者は、経理担当者とは別の者としているか。 □

エ 小口現金とつり銭準備金等を混同せずに保管し、小口現金として、その限度額を

超過してつり銭準備金等を使用していることはないか。 
□

 オ 金庫に何が保管されているか把握しているか。 □

カ 金庫に保管されている現金等の現在高は、管理簿冊に記載されている現在高と一

致しているか。 
□

キ 一時的な預かり金等についても原則、現金出納簿により管理しているか。なお、

簿外管理とする場合には金額や預かり期間等について基準が定められているか。 
□

（２）つり銭準備金等の管理

 ア 保有残高は必要最小限の水準まで圧縮しているか。 □
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イ つり銭準備金、両替用準備金等の種別ごとに現金の受払記録を作成し、それぞれ

について金種表を作成した上で、実査を毎日実施し、権限のある上司の承認を得て

いるか。 

□

（３）領収書等の取扱い

 ア 領収書は正規のものが用いられているか。 □

 イ 領収書の受払い及び保管整理は適正に行われているか。 □

 ウ 領収印の保管及び取扱いは適正に行われているか。 □

 エ 領収書にあらかじめ綴番号及び連番号を付しているか。 □

 オ 領収書の一日の使用枚数を記録しているか。 □

カ 領収書に必要な事項が正しく記入されているか。また、金額、日付等を不適正に

訂正しているものはないか。 
□

 キ 使用済みの原符に欠番はないか。また、書き損じ分は保管されているか。 □

 ク 使用しなくなった領収書綴は、パンチを入れる等の無効処理がなされているか。 □

 ケ 領収書発行時には領収書（控）も作成しているか。 □

 コ 領収済通知書、領収書（控）、申請書等の保管は適正か。 □

４ 銀行等口座の管理

（１）預金通帳の取扱い

ア 預金通帳の持出・使用にあたっては、管理責任者の承諾を得ているか。また、

使用後は速やかに返還し、責任者による内容及び返還の確認を行っているか。 
□

 イ 支出関係帳票の日付・金額等が、預金通帳の日付・金額等と一致しているか。 □

 ウ 預金通帳に用いる印の保管は適正か。 □

 エ 預金通帳とこれに用いる印について、同一箇所に保管していないか。 □

 オ 預金通帳と経理簿等の内容が一致しているか。 □

（２）銀行等口座の残高確認

ア 口座残高の確認は毎月行われているか。 □ 

イ 通帳残高の確認は通帳原本（可能な場合は、銀行等発行の残高証明書等）によ

って行われているか。また、月次試算表等とともに、権限のある上司までの確認

をとっているか。 

□

５ 支出事務における現金取扱い

（１）小口現金

ア 領収証書等の証拠書類を添付し、支払済の金額に係る支払一覧表を作成してい

るか。 
□

 イ 保管額、補給方法等に係る基準は定めているか。また、その基準どおり行って

いるか。 
□

 ウ 取扱項目（科目）の設定をしているか。また、小口現金保管限度額は適正か。 □

（２）資金前渡

ア 資金前渡により経費を支出する場合に、前渡理由、前渡期間、前渡職員等が明

確であるか。 

イ 資金前渡職員は、継続して使用する経費にあっては、出納のつど現金出納簿に
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 これを記載しているか。 

ウ 精算手続は、一時限りの経費にあっては用務終了後直ちに、証拠書類を添えて

翌月の一定日までに、適正に行われているか。 

エ 資金前渡の精算は定められた期間内に行われているか。  

オ 一時限りの経費にあっては、資金前渡を受けた後の事由により、支出予定日に

現金の支出ができなかった場合は、前渡期間内であっても、そのまま数日に渡り

前渡職員が現金保管することなく、一旦返金の上、改めて資金前渡処理を行って

いるか。 

６ 金券類の管理

（１）金券等の保管

ア 切手、タクシーチケット等の金券類の購入に際しては、使用時期及び保管高を

考慮した上で、必要最小限の枚数にとどめているか。 
□

イ 入場券、興行用チケット等の発注数は必要最小限にとどめているか。また、発

注数・受入数の管理は受払簿などで整理され、発注書・納品書等との突合が行わ

れているか。 

ウ 入場券、興行用チケット等及びその引換証の出納は、出納簿等により管理され、

保管責任者による確認が行われているか。 

エ 金券等の保管責任者には役職者を配しているか。 □

オ 金庫に保管して施錠する等事故防止に十分配慮して的確に行われているか。ま

た、鍵の保管についても問題はないか。 
□

（２）金券等の使用状況等の確認

ア 受払簿・使用簿などの帳簿類を整理し、受払い・使用・返納の都度、指定され

た責任者の承認を得ているか。また、日々の使用枚数及び残数は、帳簿類の記載

と一致していることを確認しているか。 

□

 イ 帳簿類について、毎月１回など定期的に経理責任者の確認・検査を受けている

か。 
□

ウ 入場券、興行用チケット類について、使用数と現金収納額が一致するか。また、

入場券、興行用チケット等の未使用券や販売済の半券との一致についても確認し

ているか。 

 エ 委託販売した入場券、興行用チケット等の未販売分の残券は、回収しているか。

オ 入場券、興行用チケット等の未使用券や販売済の半券は、事業終了後直ちに廃

棄することなく、一定期間保管しているか。 

７ 団体内の部門間における現金等取扱

（１）本部と出先事務所等との間で現金等の受払いを行う際は、現金等の流れを伝票、

受払簿等により記録しているか。 
□ 

（２）本部金庫にて出先部門の取扱現金等を保管する場合、その保管状況（受払状況）

等に関する記録を残しているか。 

（３）同一施設内に複数部門が入居し、金庫を共有している場合、金庫の管理を行う部

門は１箇所とし、それ以外の部門は金庫を開閉できないようにしているか。 
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○ 契約事務 

１ 契約についての規程・ルールを定めているか。 □

２ 契約行為は、上記規程・ルールの定めに則してなされているか。 □

３ 契約金額と実際の支払・受領金額は一致しているか。  

４ 契約金額は不当に高額又は低額なものとなっていないか。 □

５ 契約金額の積算根拠は適正なものとなっているか。 □

６ 権限のある上司の決裁等を必要とする契約について、適切に決裁を受けているか。 □

７ 物品購入契約において、物品の納入確認は契約担当者と別の者が行っているか。 本部

８ 未収金が生じている場合、催告を行うなど債権確保のための手段を講じているか。 □ 

９ （小額の契約を除き、）契約書は作成しているか。 □ 

10 契約書は、契約期間、業務仕様、業務実績報告、契約金支払方法等必要項目が全て

明記された適正なものとなっているか。 
□

○ 従業員給与支給 

 （活動協会本部取扱い。  子ども未来局にて一括検査） 

１ 従業員の給与支払いが確保されるような資金計画が立てられているか。 □

２ 就業規則に定められた給与支給日に支払われているか。 □

３ 給料及び各種手当は、規定に基づき、適正に計算された金額が支給されているか。 □

４ 時間外勤務、休日勤務及び深夜勤務の割増賃金は、規定に基づき、適正に計算され

た金額が支給されているか。 
□ 

５ 給与減額等の金額は、就業規則の定めに基づき、適正に計算されたものとなってい

るか。従業員の勤怠状況に比して過度な減額となっていないか。 
□

６ 給与から控除される税金、社会保険料等の金額は、従業員の給与額に応じて適正に

計算されているか。 
□

７ 口座払込の場合、従業員本人の名義口座に振り込んでいるか。 □

８ 現金支給の場合、銀行での現金受取及び運送は複数人で対応しているか。また、現

金受取時、事務所到着時の金額確認は適正に行われているか。 
□

９ 現金支給の場合、個人別の袋詰めは複数人で、相互確認のうえ行っているか。 □

10 給与支払者数と雇用従業員数は一致しているか。 □

11 給与支払明細と支出関係帳票の給与支払金額が一致しているか。 □

12 給与の追給・戻入があった場合には給与支払明細、支出関係帳票等に適正に反映し

ているか。 
□

13 年末調整は適正に行われているか。特に、年末調整還付金は遅滞なく従業員に戻し

ているか。 
□

14 年末再調整の必要がある場合には適切に対応（再計算、税務署への届出、従業員へ

の配布等）しているか。 
□

15 源泉徴収票に記載された給与額、税額、社会保険料額等は正しいか。 □

16 給与支払報告書、源泉徴収票等の法定調書の提出・届出は適正に行われているか。

また、法定調書に記載されている金額と実際の支払給与額は一致しているか。 
□
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